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30 周年を機に、さらに飛躍を目指す NISTEP に対して、一層の御支援・御協力を賜りますようお願い申
し上げます。 
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(4) 組 織 
2017 年度における NISTEP の定員と組織は以下のとおりである。 
定員 45 名 
(参考)                   
客員総括主任研究官      1 名     
特別研究員          3 名     
客員研究官         89 名     
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4.社会的課題対応型科学技術に係る調査研究 36,852  
計 784,409  
 
(単位：千円)     
外 部 資 金 名 金 額 備 考 






 2001 年 科学技術政策研究所 中期計画(2001 年９月策定) 
 2006 年 科学技術政策研究所 中期計画(2006 年８月策定) 
 2014 年 科学技術・学術政策研究所 中期計画(2014 年７月策定) 
 2016 年 科学技術・学術政策研究所 中期計画(2016 年３月策定) 








































































[2] 池田雄哉「日本はイノベーティブな国か?：欧州委員会『European Innovation Scoreboard 
2017(欧州イノベーション・スコアボード 2017)』から見た日本のイノベーション・パフォー
マンス」STI Horizon, Vol.3, No.4 (2017.12). 
[3] Haneda, Shoko and Keiko Ito“ Organizational and human resource management and 
innovation: Which management practices are linked to product and/or process 
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[4] 塚田尚稔「科学・技術・産業データの接続と産業の科学集約度の測定」科学技術・学術政策






(2) 第 2 研究グループ 
［研究課題 1］ 
民間企業の研究活動に関する調査 








本調査は、1968 年度以降、ほぼ毎年実施している政府統計であり、2008 年度から NISTEP に移









2016 年度調査の結果を NISTEP REPORT No.173 (2017.5)として公表した。 






[1] 科学技術・学術政策研究所「民間企業の研究活動に関する調査報告2016」NISTEP REPORT No.173. 
(2017.5) 
[2] 富澤宏之「日本の研究開発システムにおける 人材、知、資金の循環の動向と課題 －『民間




ノベーション学会, 第 32 回年次学術大会(2017.10.28, 京都) 
[2] 氏田壮一郎・富澤宏之「研究開発戦略とその効果「民間企業の研究活動に関する調査報告
2016」から見た研究開発マネジメント」研究・イノベーション学会, 第 32 回年次学術大会 
(2017.10.28, 京都) 
[3] 矢口雅江・富澤宏之「日本の主要産業における研究開発の外部化の進展」研究・イノベーシ
ョン学会, 第 32 回年次学術大会(2017.10.28, 京都) 
[4] 氏田壮一郎「日本企業の研究活動の動向～『民間企業の研究活動に関する調査』より～」科





































(3) データ・情報基盤の Web ページを通じた公開及び利用促進 
科学技術イノベーション政策に関するデータ(重要施策データベース、基本政策系列データベー
ス、資源配分データベース)、及びリンク集を更新した。上記(1)(2)を含め、データ・情報基盤
の今後の方向性に関して、NISTEP NOTE 23 として発行した。また、ネットワーク会合で検討し
た内容が実践的な取り組みとして内閣府で開始され、研究開発法人情報連絡会(2017 年 2 月 22













































1993 年度から 2013 年度までの国立大学が関与した特許の抽出を行いデータベース化した。抽









c.外国出願を行った割合は、1990 年代の 20％代から、2010 年度以降は 40％超に増加している。 

















10 回政策研究レビューセミナー(2017.12.15, 東京) 
[2] 細野光章＊「発明者情報をもとに抽出した国立大学の教職員による特許の実態」研究・イノベ




































・2015 年 4 月から 2016 年 3 月の期間に上場した企業(88 社)を追加登録した。 






データ・情報基盤 Web サイト[産業における研究開発・イノベーションに関するデータ]の更新 
http://www.nistep.go.jp/research/scisip/rd-and-innovation-on-industry  
[1] NISTEP 企業名辞書 ver.2016.1(2016.9) 
[2] IIP パテントデータベースとの接続用テーブル ver.2016.1(2016.9) 
























昨年度までに蓄積してきた、米国特許データ(1995～2015 年の登録データ)と Web of 
Science(1995～2012 年収録論文)との書誌マッチングデータの整備を行い、特許に引用された科































































(3) 第 1 調査研究グループ 
［研究課題 1］ 
博士人材データベース(JGRAD)の本格運用とキャリアパス追跡 












博士人材のキャリア追跡を可能とする JGRAD を構築するため、参加大学と連携し、JGRAD の運用を継
続する。入力の負荷軽減のため、入力項目数を減らし、かつ「移動情報」収集に焦点を当てた項目に精
査したシステム改修を行う。登録者の入力インセンティブとなるよう、JGRAD 上にてロールモデル分類配
















ンタビューからの考察―」DISCUSSION PAPER No.152.(2018.2) 
＜発表・講演＞ 



























2014(H26)年度-「第 1回 博士人材追跡調査」【調査実施】 
2015(H27)年度-「第 2回 博士人材追跡調査」【報告書→フィードバック、シンポジウム、WS】 
2016(H28)年度-「第 3回 博士人材追跡調査」【調査実施】  




(1)  昨年度調査のデータを利用した報告書の執筆(集計と分析の結果) 
(2)  今後の調査の協力を得るための、大学に向けた調査結果のフィードバック 
(3)  今後の調査の質の向上に向けた、対象者へのフィードバックの検討と実施 




と実施。また執筆メンバーで分担し、平成 30 年 2 月に NISTEP REPORT を公表。プレス発表。 
(2) 博士課程リーディング教育プログラムに採択されている大学、及び回答数が 50 を超える計
32 大学に向けてフィードバックレポートを作成、送付。 
(3) 回答者へは、報告書の完成の連絡をすると共に WEB システムによる、連絡先更新の実施。
希望者には NISTEP REPORT の概要版(日本語／英語)の送付を行った。送付数は約 1,600 
(4) データを活用した 2次分析として、「博士の入職経路とマッチング効果」、「女性博士のキャ
リア構築と家族形成」、「研究室教育の状況(頻度、構成)が就業、業績に及ぼす影響」をデ





[1] 小林淑恵「女性博士のキャリアと家族形成」DISCUSSION PAPER No.147.(2017.6) 
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[4] Shibayama, Sotaro and Yoshie Kobayashi“Impact of PhD Training: A Comprehensive 
Analysis based on a Japanese National Doctoral Survey”Scientometrics (2017.8) 
[5]科学技術・学術政策研究所「「博士人材追跡調査」第 2 次報告書」NISTEP REPORT 
No.174.(2018.12) 
＜発表・講演＞ 







[2] 小林淑恵「博士のそれから：(速報)2015 年度博士人材追跡調査より」 RA 協議会, 第 3 回
年次大会(2018.8.29, 徳島) 
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Analysis based on a Japanese National Doctoral Survey”(2017.10.10, ATLANTA 
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[7] 小林淑恵, 博士人材交流会 CO*スクエア(大阪大学リーディング大学院プログラム), 
(2017.11.29, 東京) 
[8] 小林淑恵「博士人材追跡調査 第 2次報告書」NISTEP セミナー(2018.1.25) 
[9] 小林淑恵, 第 1 回 教育政策研究会 ポスター発表(2018.3.10) 






























年９月末に承認が下りた。10 月に人材政策課との連携のもと、調査依頼を全国 1,168 機関宛に行
った。その結果、統廃合等の 11 機関を除く 1,157 機関中、1,147 機関より回答を取得し、回収率
は 99.1％であった。1,147 機関のうち、2015 年度にポストドクター等が在籍していた機関は 305








本調査結果については、速報の取りまとめと公表を 2017 年 8 月 8日、確報の取りまとめと公表








[1] 岡本摩耶, RA 協議会, 第３回年次大会, ポスター発表「【速報版】ポストドクター等の雇用・
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2016 年 3 月、インターネット調査会社の保有する登録モニターの内、日本国内の大学学部課程に在籍
















難しい」が最も多く選ばれた。一部のデータについては、先行して 2016 年 9 月に日本化学会誌、2017 年
11 月に研究・イノベーション学会、2018 年 2 月に AAAS2018 において発表し、その後、2018 年 3 月に報
告書を取りまとめた。なお、予備調査として実施した郵送式アンケート調査の結果については、2017 年度
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究を事例として」STI Horizon, Vol.4, No.1(2018.03.20) 
＜発表・講演＞ 
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[2]Ayano Fujiwara, (Poster Presentation) “The effects of policies for gender equality in 
Japanese academia: Empirical analysis using researcher database, ” GS10 (Gender Summit 













































[1] Shinya Suzuki* “International University-Industry Linkage: Impact on Firm 





[1] 鈴木真也*「国際産学連携プロジェクトの分析」産学連携学会, 第 15 回大会(2017.6, 宇都宮) 
[2] 鈴木真也*「中堅企業の国際技術連携戦略」研究・イノベーション学会, 第 32 回年次学術大





















(1) 第 11 回科学技術予測調査の全体枠組みの検討 
客員研究官を含むディスカッション、国内外の先行事例調査を行い、全体枠組み案を作成する。 


































































[3] [招待／依頼講演]中島潤「Recent trends of innovation in logistics in Japan」スイス大
使館セミナー(2017.7, 東京) 
[4] 横尾淑子・中島潤・赤池伸一「科学技術がもたらす社会変化と予測活動」研究・イノベーシ
ョン学会, 第 32 回年次学術大会(2017.10, 京都) 
[5] [招待／依頼講演]白川展之・奥和田久美「予測の方法論の変遷，予測モデルの活用の際に生
じる課題」, オーガナイズドセッション「予測をめぐる科学と社会」, 科学技術社会論学会, 第



















































































[1] 科学技術予測センタ 「ー地域の特徴を生かした未来社会の姿～2035 年の高齢社会×低炭素社
会～」調査資料-259.(2017.6) 
＜発表・講演＞ 
[1]〔招待／依頼講演〕浦島邦子「The 10th Foresight survey」ロシア国立高等研究所主催(2017.4,
モスクワ) 
[2]〔招待／依頼講演〕浦島邦子「International Symposium - Foresight Session」韓国科学技










[8]〔招待／依頼講演〕浦島邦子「WHICH TECHNOLOGY DEVELOPPING BETTER FUTURE BY USING MATERIALS 
& PROCESS」韓国釜山大学主催(2017.11, 釜山) 
[9]〔招待／依頼講演〕浦島邦子「Critical Review of Plasma Technologies for Solving to Energy 













































｢脳科学研究の推進に向けた革新的な計測技術と AI 等による解析法｣をテーマとして、2018 年 3 
月 29 日に専門家ワークショップを実施し、主要な研究領域として①トランスレーショナル・臨床研
究、②モデル動物を使った種間比較研究、③全脳イメージング技術開発、④脳科学との融合・横断研





[1] Takahashi-Omoe H, Ogasawara A, Seino Y. Workshop report. Science and technology policy 
workshop on a research and development perspective toward type 2 diabetes control. 






[2] Takahashi-Omoe H. Priority Research and Development area for Emerging/Remerging 
Infectious Disease Control–An Expert Questionnaire Survey in Japan, AASCIT Journal of 
Health, 4:74-78, 2017 






例に―」研究・イノベーション学会, 第 32 回年次学術大会(2017.10.29, 京都) 
[2] 蒲生秀典・中島潤・相馬りか・横尾淑子・浦島邦子「地域の未来を創造する科学技術・シス
テムの検討─学会連携ワークショップ事例から─」研究・イノベーション学会, 第 32 回年次
学術大会、(2017.10.29, 京都) 
[3] 〔依頼講演〕蒲生秀典「未来の産業創造と社会変革に向けた新しいものづくりプラットフォ






























 当所主催の予測国際会議や、経済協力開発機構(OECD)の GFC(Government Foresight Community)




(2) 第 8 回予測国際会議の開催 
「未来の戦略構築に貢献するための予測」をテーマに、第 8回予測国際会議(11 月 29 日(水)～















 [1] Kuribayashi, M., Hayashi, K., Akaike, S., A proposal of a new foresight platform 
considering of sustainable development goals, January 2018, Vol. 6, No. 1, Open Access, 

































































































査」調査資料-268.(2017.12) http://doi.org/10.15108/rm268  
[2] 矢野幸子・林和弘「科学技術予測のためのウエブ双方向性機能強化に関する調査」調査資料
-267.(2017.12) http://doi.org/10.15108/rm267  
＜発表・講演＞ 
[1]〔依頼講演〕林和弘「Open Science Policy and its Implementation in Japan」KOREA-OECD 








[3] 林和弘「オープンサイエンス政策の実践とその展望」研究・イノベーション学会第, 第 32
回年次学術大会(2017.10, 京都) 
[4] 白川展之・矢野幸子「“ポストトゥルース”時代の科学コミュニケーションとオープンサイ
エンス : AAAS 総会におけるサイエンスコミュニケーションに関する議論から」研究・イノベ































○2017 年夏号(2017 vol.3 No.2) 
［特別インタビュー］ 
・ 総合研究大学院大学 長谷川 眞理子 学長インタビュー(赤池伸一・他 2名) 
・ キャタピラー 塚本 恵 執行役員インタビュー(林和弘・他 2名) 
 [ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 
・ 神戸大学大学院 人間発達環境学研究科源 利文 特命助教インタビュー(矢野幸子・他1名) 
［ほらいずん］ 






・ デジタルファブリケーションの将来シナリオ－2030 年の 3D プリンティングの経済的及び
社会的影響に関する予測研究－(蒲生秀典) 
○2017 年秋号(2017 vol.3 No.3) 
［特別インタビュー］ 
・ 末松 誠 日本医療研究開発機構(AMED)理事長インタビュー(相馬りか・重茂浩美・他 1名) 
 [ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 
・ 東京大学大学院工学系研究科附属 医療福祉工学開発評価研究センター／バイオエンジニ
















○2017 年冬号(2017 vol.3 No.4) 
［インタビュー］ 
・ 分子科学研究所 川合 眞紀 所長インタビュー(林和弘・他 2名) 
[ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 
・ ウーロンゴン大学 山内 悠輔 教授インタビュー(蒲生秀典・他 1名) 
［ほらいずん］ 
・ ドイツ連邦政府における予測活動“Social Changes 2030”にみられる社会トレンドと社
会課題(七丈直弘＊) 






○2018 年春号(2018 vol.4 No.1) 
［インタビュー］ 
・ 政策研究大学院大学 田中 明彦 学長インタビュー(赤池伸一・矢野幸子・他 1名) 
[ナイスステップな研究者から見た変化の新潮流] 
・ 京都大学大学院 情報学研究科通信情報システム専攻 François Le Gall 特定准教授インタ
ビュー(科学技術予測センター・他 1名) 
・ 東京工業大学 環境・社会理工学院 融合理工学系髙木 泰士 准教授インタビュー(蒲生秀
典・他 1名) 
［ほらいずん］ 

































と適宜打ち合わせを開催し、科学技術指標 2017 の報告書作成を進める。 










全体では 25 の指標について、新規に掲載又は可視化方法の工夫を行った。 
「科学技術指標 2017」は 2017 年 8 月に公表し、英語版(概要版)及び HTML 版は同年 10 月に公
表した。CSTI 木曜会合、科学技術・学術審議会学術分科会(第 67 回)、JST 研究開発戦略センタ
ー(CRDS)フェロー会議などにおいて結果を紹介した。 









[1] 科学技術・学術基盤調査研究室「科学技術指標 2017」調査資料-261.(2017.8) 
[2] Research Unit for Science and Technology Analysis and Indicators “Digest of Japanese 
Science and Technology Indicators 2016” RESEARCH MATERIAL No.261, 2017.8 
[3] 伊神正貫・神田由美子「「超スマート社会」の実現に向けて： 企業研究者の現況からみた製

















～2015)」の詳細分析－」研究・イノベーション学会, 第 32 回年次学術大会(2017.10.29，京都) 
[3] 神田由美子・村上 昭義「インプット・アウトプットからみた日本の大学システムの構造: 研






























て、科学研究のベンチマーキング 2017 の分析・公表を行う。サイエンスマップ 2016 の公表に向
けた分析も進める。 












PATSTAT(2016 年秋バージョン)を入手し、SQL データベースを整備した。 
 
(2) 論文・特許データベースを用いた各種の基盤的データ分析【福澤・村上・伊神】 







(3) 科学研究のベンチマーキング 2017【村上・伊神】 
科学研究活動の主な成果公表媒体である論文に着目し、日本及び主要国の科学研究のベン












CSTI 木曜会合、科学技術・学術審議会学術分科会(第 67 回)、JST 研究開発戦略センター
(CRDS)フェロー会議などにおいて結果を紹介した。 
 
(4) サイエンスマップ 2016【伊神・福澤・村上】 
サイエンスマップ調査では、論文データベース分析により国際的に注目を集めている研究
領域を俯瞰し、世界の研究動向と日本の活動状況の分析を実施している。2017 年度は、2018


























研究・イノベーション学会第 32 回年次学術大会、NISTEP 政策研究レビューセミナー、科






























Horizon, Vol.3, No.2.(2017.6) 
[2] 伊神正貫・阪彩香・富澤宏之「論文を生み出した研究活動に用いた資金と人的体制 －2004
～2012年に出版された論文の責任著者を対象にした大規模質問票調査の分析(論文実態調査)－」
DISCUSSION PAPER No.146.(2017.6) 











[1] Naomi FUKUZAWA“Characteristics of papers published in journals: an analysis of open 
access journals, country of publication, and languages used” Scientometrics (2017) 
Vol.112:1007-1023 
[2] 伊神正貫「データの読み方講座 03 研究開発のアウトプット 論文データにもとづく研究活動
の把握」『SciREX Quaterly』Vo.5 (2017) 
[3] 伊神正貫「Dr. Garfield が開拓した情報資産，分析手法の活用：科学技術政策研究を事例と




示唆」RA 協議会, 第 3 回年次大会(2017.8.29, 徳島) 
[2] 〔招待／依頼講演〕伊神正貫、「研究戦略を前進させるには －科学技術・学術政策研究所の
調査研究 からの示唆－」RA 協議会, 第 3 回年次大会(2017.8.30, 徳島) 
[3] Masatsura IGAMI, “Competition over research funds and junior researchers in Japanese 
universities: evidence from a large-scale survey to corresponding authors of scientific 
publications from 2004 to 2012,” Resource Competition, Research Assessment and 
Institutional Affiliations in Academia (2017.9.28, Germany) 
[4] 〔招待／依頼講演〕Masatsura IGAMI, “Observation of The Hot Research on Disruptive 








ョン」学融合研究推進調査プログラム【MSI】企画シンポジウム(2017.10.28, 柏)  
[6] 村上昭義・伊神正貫「日本の論文産出構造における大学グループ別の研究活動の特徴」研究・























2017 年度は、第 5 期科学技術基本計画期間中の 5 年間にわたって実施する第 3 期 NISTEP 定点






2016 年度に調査・分析・報告書作成等を実施した、NISTEP 定点調査 2016 の報告書及びデータ
集を 2017 年 5 月に公表した。CSTI 木曜会合、科学技術振興機構 CRDS フェロー会議、科学技術・
学術審議会総会(第 58 回)などで NISTEP 定点調査 2016 の結果を発表した。また、科学技術政策担
当大臣に調査結果の説明を行った。 
2017 年度調査である NISTEP 定点調査 2017 の実施準備を 2017 年 4 月～9月にかけて進めた。具
体的には、委託業者の決定、深掘調査の検討、調査対象者リストの更新、ウェブアンケート実施
の準備である。NISTEP 定点調査 2017 のウェブアンケートは、2017 年 9 月 15 日～12 月 15 日に実
施した。回答率は 92.3％であった。アンケート結果の集計・分析を 2017 年 12 月～2018 年 2 月に
行い、報告書案を作成した。2018 年 2 月 27 日に第 3 期定点調査委員会(第 3 回)を開催し、報告
書案について議論を行った。 





[1] 科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP 定点調査 2016)
報告書」NISTEP REPORT №171.(2017.5) 
[2] 科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP 定点調査 2016)
データ集」NISTEP REPORT №172.(2017.5) 
 
＜発表・講演＞ 
[1] [ポスター発表] 村上昭義・伊神正貫「NISTEP 定点調査 2016 から見た一線級の研究者が求め
るリサーチ・アドミニストレーターの役割とは？」RA 協議会, 第 3 回年次大会(2017.8.29-30, 
徳島) 









イノベーション学会, 第 32 回年次学術大会(2017.10.29, 京都) 
 
＜その他＞ 






























(2) Scopus データベースの機関名寄せ 
2017 年 12 月に実施した。全機関データ 488.8 万件中 451.0 万件(92.3%)を機関同定できた。
今後この作業は毎年 4～5月に行う予定である。 
(3) 辞書類のデータ更新 
① Web 調査による更新 
大学(短大、高専、大学共同利用機関を含む)、学校法人については 2017 年 10～11 月に、国












(4) NISTEP 企業名辞書とのデータ接続 



























2016 年度までの公開に引き続き、データ・情報基盤 Web サイト[大学・公的機関における研究開
発に関するデータ]のページで整備したデータを公開した。 
http://www.nistep.go.jp/research/scisip/randd-on-university  
[1] WoSCC-NISTEP 大学・公的機関名辞書対応テーブル(ver.2017.1)(2017.4)：新規 















最新号 http://www.nistep.go.jp/stih  







文部科学省 科学技術・学術政策研究所長 加藤 重治 
 
特別インタビュー 

















科学技術予測センター 主任研究官 栗林 美紀、主任研究官 白川 展之、 
特別研究員 矢野 幸子 
 
「科学技術予測活動におけるウェブメディア双方向性機能強化の検討」 




科学技術予測センター 主任研究官 白川 展之 
 
「筋電義手にみられるものづくりと研究開発の新たな仕組み」 
















－ 2030 年の 3D プリンティングの経済的及び 
社会的影響に関する予測研究－」 



















「STI Horizon 2017 秋号発行に当たって」 











中川 桂一 助教インタビュー  














































「STI Horizon 2017 冬号発行に当たって」 









・ウーロンゴン大学 山内 悠輔 教授インタビュー 
「－オーストラリアを拠点にナノ材料の創成で 
基礎から応用まで幅広い研究を展開－」 
・NASA Jet Propulsion Laboratory Research Technologist III/九州大学












「ドイツ連邦政府における予測活動 “Social Changes 2030”にみられる
社会トレンドと社会課題」 
科学技術予測センター 客員研究官 東京工科大学 教授 IR センター長
七丈 直弘＊  
 
「空飛ぶクルマ －CARTIVATOR 中村翼代表インタビュー－」 





研究科 池内 有為＊、科学技術予測センター 上席研究官 林 和弘 
 
レポート 
「「博士人材追跡調査」による 2次分析の一例－ NISTEP ディスカッション
ペーパー「女性博士のキャリア構築と家族形成」より－ 」 




第 2調査研究グループ 上席研究官 新村 和久 
科学技術予測センター 主任研究官 白川 展之 
 
「科学技術・イノベーション政策の効果を捉えるための文献データの活用」 





科学技術・学術基盤調査研究室 室長 伊神正貫、上席研究官 神田由美子 
 
「日本はイノベーティブな国か?： 
欧州委員会 『European Innovation Scoreboard 2017(欧州イノベーショ
ン・スコアボード 2017)』から見た日本のイノベーション・パフォーマン
ス」 















文部科学省 科学技術・学術政策研究所長 坪井 裕 
 
特別インタビュー 





François Le Gall 特定准教授インタビュー 
「－量子計算の考え方を用いて世界最速の“行列のかけ算”を実現－」 
・東京工業大学 環境・社会理工学院 融合理工学系 





































第 2研究グループ 客員研究官 中山 保夫＊、客員研究官 細野 光章＊、 




















として、政策研究レビューセミナーを開催している。2017 年 12 月のセミナーでは、NISTEP の活
動を広く紹介するとの観点から全ての研究グループが発表を行った。同セミナーには、各省庁、
大学関係者及び一般関係者、約 200 名が参加した。 
 
第 10 回政策研究レビューセミナー  








「NISTEP の調査研究の俯瞰と日本の STI システム 
 ～ SWOT 等分析による遡及的分析・予測活動の統合の試み ～」 





 ～研究開発費・研究開発人材・論文の 3つの視点から～」 
神田 由美子 科学技術・学術基盤調査研究室 上席研究官 





氏田 壮一郎 第２研究グループ 主任研究官 
 発表 3-2 
「国立大学による発明の特許出願状況について」 
中山 保夫  NISTEP 客員研究官 
15:00 発表 4 
「科学・技術・産業データの接続と産業の科学集約度の測定」 












荒木 寛幸 第２調査研究グループ 上席研究官 
 発表 6-2 
「研究者の属性と昇進に関するイベントヒストリー分析」 

















テップな研究者」として毎年選定している。2017 年は、ナイスステップな研究者 2017 を選定す



















江間 有沙(えま ありさ)(33) 東京大学 大学院総合文化研究科・教養学部附属教養教育高度化














































































金 天海(きん てんかい)(38) 岩手大学 理工学部 システム創成工学科 准教授/株式会社エイ
シング社 最高技術責任者 
 
選定理由：人工知能アルゴリズム Deep Binary Tree を用いた漁船の自律安定化 
 
金氏は、地域の漁業ニーズに応じて小型船の安定化システムを開発する過程で、世界最高速の
リアルタイム学習を特徴とする機械動作の予測アルゴリズム「Dynamics Learning Tree (DLT)」
とそれを応用した商用人工知能アルゴリズム「Deep Binary Tree(DBT)」を開発しました。DBT は









































































































































































































































Le Gall François 氏は、情報処理等の基礎的・普遍的な計算である行列積に関して、世界最高
速の計算アルゴリズム(2014 年)を開発しました。この成果は、あらゆる分野で情報処理速度を高
めるものであり、Society5.0 の描くビッグデータなどを高度に活用する情報社会を実現していく















点)を開発しました。Le Gall François 氏の成果論文は、国際的に注目を浴び、公開からわずか 3 
年で 300 件以上引用がなされています。こうした知見は、現在研究開発が進む量子計算などの分

























ト(ISI-MIP)、将来の水不足の対策方法の研究(Water Future and Solutions Initiative with 













(2) ナイスステップな研究者 2016 講演会 
～近未来への招待状～ナイスステップな研究者 2016 からのメッセージ～ 





 第 1 回 2017 年 7 月 21 日(金) 09 時 30 分～12 時 20 分 @科学技術・学術政策研究所会議室 
 
「人影に着目した個人認証手法の提案と開発」  
岩下 友美 (NASA Jet Propulsion Laboratory Research Technologist III/ 
(兼)九州大学大学院 システム情報科学研究院 客員准教授) 
「キノコを食べる植物の不思議な生活」  
末次 健司 (神戸大学 理学研究科 特命講師) 
「流体構造連成にかかわる研究領域を世界的に先導」  
滝沢 研二 (早稲田大学 理工学術院 准教授) 
「無数の穴があいた無機ナノ材料の画期的合成手法の提案」  
山内 悠輔 (University of Wollongong 教授/(兼)国立研究開発法人物質・ 
材料研究機構 国際ナノアーキテクトニクス研究拠点 グループリーダー) 
 
 第 2 回 2017 年 7 月 28 日(金) 14 時 00 分～17 時 25 分 @科学技術・学術政策研究所会議室 
 
「創造的破壊と「イノベーターのジレンマ」の経済学的解明」  
伊神 満 (イェール大学経済学部准教授・MIT 経済学部 客員准教授) 
「iPS 細胞から「臓器の芽」を作製する培養手法の開発」  




平岡 裕章 (東北大学材料科学高等研究所(AIMR)数学連携グループ ゚教授・ 
主任研究者) 
「水を汲むだけの生物調査：環境 DNA を用いて水中生物の種類や量を把握する技術の開発」  
源 利文 (神戸大学大学院 人間発達環境学研究科 特命助教) 
 
 
 第 3 回 2017 年 8 月 4 日(金) 14 時 00 分～16 時 25 分 @科学技術・学術政策研究所会議室 
 
「コンピューターの信号で人の手を動かす装置「ポゼストハンド」の開発と、在学中起業」  
玉城 絵美 (早稲田大学 創造理工学研究科准教授/国立研究開発法人科学技術 
振興機構 さきがけ研究者/H2L 株式会社 創業者) 
「1 兆分の 1 秒の世界を捉える世界最高速カメラ「Sequentially Timed All-optical Mapping  
Photography (STAMP)」を開発」  










(3) ナイスステップな研究者 2016 パネル展示 
科学技術週間にあわせて、選定された研究者のパネルを展示した。 
展示期間：2017 年 4 月 15 日(土)～23 日(日)  








(1) 第 12 回日中韓科学技術政策セミナー 









第 12 回目のセミナーであり、CASTED 主催により杭州にて開催された。 
 
プログラム  
Session 1: 2017 Highlights of Research Activities. (Chaired by CASTED) 
Session 2: Policy Practice on Cultivating New Momentum for Economic Development through 
Science, Technology and Innovation. (Chaired by NISTEP) 
Session 3: Developing Innovation Community under International STI Cooperation.  
(Chaired by CASISD) 
Session 4: Entrepreneurship and Employment in the context of Globalization or  
           De-Globalization. (Chaired by KISTEP) 
Session 5: Technology Foresight：Methodology and Results. (Chaired by STEPI) 
 
 
(2) 第 8 回予測国際会議 「未来の戦略構築に貢献するための予測」 
The 8th International Conference on Foresight “Foresight for Strategic Planning” 
 
第 8 回予測国際会議では、テーマを「未来の戦略構築に貢献するための予測」と掲げ、3日間

























【日時】 2017 年 11 月 29 日(水)10：00～17：45(開場 9：30) 
【場所】 政策研究大学院大学想海樓ホール 







開会挨拶 文部科学大臣政務官 新妻秀規 
基調講演１「予測の未来を予測する？」  








㈱日立製作所 研究開発グループ技師長 武田晴夫 
○「ロシアにおけるスマートな科学技術イノベーション政策に向けた予測」  
ロシア国立高等経済学院統計・知識経済研究所(HSE／ISSEK)フォーサイトセン
ター, Deputy Director, Alexander Chulok 
○「カナダ政府における予測システムの構築」  
カナダ政府ポリシーホライズンズカナダ(PHC), Chief Futurist, Peter 
Padbury 
12：30～14：00 昼食休憩 






フィンランド技術庁(Tekes), Head of Strategy, Pirjo Kyläkoski 
○「EU における未来予測調査：イノベーション政策を支える予測活動」 
オーストリア技術研究所(AIT), Head of Center for Innovation Systems & 
Policy, Karl Matthias Weber 
15：30～15：45 休憩 










科学技術予測センター 研究員 小柴等 
○「国の研究開発政策のための革新的なアイデア創出の促進と継承」 
韓国科学技術政策研究院(STEPI), Research Fellow, Park Seongwon 
○「公的研究助成における新たに投資すべき研究領域発見のための予測と評価：
米国立科学財団(NSF)における評価基盤構築」 
NSF, Section Head, Evaluation and Assessment Capability, Anand Desai 
○「多様な将来社会像と政策調整：OECD と各国政府における経験から」 
経済協力開発機構(OECD), Policy Analyst, Joshua Polchar  





 シンポジウムに引き続き、国内外の専門家とシンポジウムの登壇者約 60 名の参加によりセッシ
ョン 2とセッション 3の内容を展開するワークショップを並行開催した。各テーマは以下の通り
である。最後に、テーマ A、テーマ Bの議論のまとめを共有し、総合討論行った。 
  









【日 時】 2017 年 11 月 30 日(木)10：00～17：00 
 2017 年 12 月１日(金)10：00～15：00 
【会 場】 科学技術・学術政策研究所会議室(16B) 
 東海大学校友会館会議室(霞ヶ関ビル 35 階) 
【主 催】 科学技術・学術政策研究所 
【共 催】 政策研究大学院大学 
【言 語】 英語(通訳なし) 
【形 態】 関係者限り(招待者) 
【日程】 
 
11 月 30 日(木) 
























































1.全米科学財団(NSF)＜アメリカ＞ (1989. 1. 5-) 
2.マサチューセッツ工科大学(MIT)＜アメリカ＞   (1989. 6. 8-) 
3.フラウンホーファー協会 システム・イノベーション研究所(ISI)＜ドイツ＞ (1990. 2. 5-)




(1994. 1. 1-) 




(1999. 7. 1-) 
(2000. 9. 1-) 
    (2004.12. 9-) 
(2005. 6.28-) 
  (2013. 7.14-) 
  (2014. 1. 2-) 
  (2014. 2.13-) 









16. Business Finland＜フィンランド＞ 
 (2017. 7. 1-) 






























































































































































































Assessment and Institutional 




















Atlanta Conference on 




























































































































































































































究グループ AAAS 年 次 会 合 (E-Poster 































































Antonio Ka-wing LAU 




















School of Economics and 
Management Sten K. 











































Heinz Riesenhuber ドイツ連邦・議員 
























Anders Karlsson エルゼビア社 副社長 


















Institute for Statistical 
Studies and Economics of 
Knowledge, Higher School 





Chief Futurist, Policy 
Horizons Canada, 
Government of Canada 
カナダ 
Pirjo Kyläkoski 
Head of Strategy, Strategy 
and Impact, The Finnish 





Research Fellow, Science 
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Korea Institute of S&T 








German Federal Ministry of 
Education and Research 
ドイツ 
Xie Fei 
Chinese Academy of Science 













American Association for 
the Advancement of Science 
アメリカ 
Pirjo Kyläkoski Tekes フィンラ
ンド 
Rebecca Sunmi Koo 
ASEM SMEs Eco-Innovation 
Center 
韓国 
Talitha Chin Rui 
Ling 
Prime Minister's office 
シンガポ
ール 
Peter Padbury Policy horizons Canada カナダ 
Joshua Polchar OECD OECD 
Peng Yen Tan 




Liana Tang Prime Minister's office 
シンガポ
ール 
























Joshua Hodgson カナダ大使館・参事官 カナダ 表敬訪問等 
2017/ 
12/5 
Kim Bo-Youl 他４名 
Ministry of Science and 

















School of Economics and 
Management 











William H. Pratt 













Cornelia Lawson ケンブリッジ大学 研究員 イギリス 意見交換 
2018/ 
2/5-9 













CEO, Scientific and 



























































 ・(国研)科学技術振興機構 研究開発戦略センター特任フェロー(2017.4.1-2018.3.31) 
 ・研究・イノベーション学会 新たな活動検討委員会委員(2016.12.14-2017.9.30) 
 
奥和田 久美(上席フェロー) 
 ・東京大学大学院情報理工研究科 非常勤講師(2017.4.1-2017.8.31) 
 ・北陸先端科学技術大学院大学 客員教授(2017.4.10-2018.3.31) 
 ・(国研)科学技術振興機構 社会技術研究開発センター 特任フェロー(2017.4.1-2018.3.31) 
 ・(国研)防災科学技術研究所 「攻め」の防災～運営委員会委員(2016.9.28-2018.3.31) 
 ・一般社団法人日本ＲＰＡ協会 分科会委員(2016.11.16～2018.10.31) 
 
第 1 研究グループ 





  ・(独)経済産業研究所リサーチアソシエイト(2017.4.10-2018.3.31) 
  ・(独)経済産業研究所プロジェクトメンバー(2017.11.6-2018.3.31) 
  ・(株)サンビジネス 調査研究委員(2017.11.6-2018.3.23) 
 




 川島 浩誉(研究員) 
  ・法制大学 兼任講師(2017.4.1～2017.9.30) 
  ・東京農工大学 非常勤講師(2017.4.1-2017.9.30) 
  ・早稲田大学 非常勤講師(2017.4.1-2018.3.31) 
  ・千葉大学 非常勤講師(2017.10.2-2018.3.31) 
  ・(株)日本総合研究所 検討委員会委員(2018.2.1-2018.3.16) 
 矢口 雅江(研究員) 
  ・東京医科歯科大学 非常勤講師(2017.9.1-2018.3.31) 
 
第 1 調査研究グループ 
 細坪 護挙(上席研究官) 
  ・九州大学マス・フォア・インダストリ研究所 非常勤講師(2017.4.1-2018.3.31) 
 
第 2 調査研究グループ 
犬塚 隆志(総括上席研究官) 
  ・福井大学 非常勤講師(客員教授)(2017.4.1-2018.3.31) 
・(一社)日本薬理評価機構 研究統括(2017.4.1-2018.3.31) 
 荒木 寛幸(上席研究官) 
  ・大妻女子大学 非常勤講師(2017.4.1-2017.9.14) 
 
科学技術予測センター 
 赤池 伸一(科学技術予測センター長) 
  ・内閣府政策統括官(科学技術・イノベーション担当)付参事官(基本政策担当)(2016.7.25-) 
  ・文部科学省科学技術・学術政策局付(2016.4.1-) 
  ・科学技術振興機構 研究開発戦略センター 特任フェロー(2017.4.1-2018.3.31) 
  ・政策研究大学院大学プログラム・コンサルタント(2017.4.25-2018.3.31) 
  ・横浜市立大学 非常勤講師(2017.4.10-2017.9.21) 
浦島 邦子(上席研究官) 
・名古屋大学 客員教授(2017.4.1-2018.3.31) 
・東北大学 流体科学研究所 客員教授 (2017.4.1-9.30) 
・横浜国立大学 リサーチ・アドミニストレーター制度運営委員会委員(2016.2.1-2018.1.31) 
・岐阜大学 研究推進・社会連携機構アドバイザー(2017.10.1.-2019.3.31) 
・放送大学 東京文京学習センター非常勤講師 (2017.10.1-2019.3.31) 











 ・(国研)科学技術振興機構 情報事業アドバイザー(2017.4.1-2018.3.31) 
・(国研)科学技術振興機構 J-STAGE アドバイザリー委員会委員(2018.3.1～2018.3.31) 
  重茂 浩美(上席研究官) 
  ・東京大学 ライフサイエンス委員会 倫理審査専門委員会 委員(2016.4.1-2018.3.31) 
  ・早稲田大学ナノ・ライフ創新研究機構 招聘研究員(2017.4.1-2018.3.31) 
  ・総務省委託事業｢IoT/BD/AI 情報プラットフォーム社会実装推進事業｣高度自然言語処理プ
ラットフォーム設計開発情報利活用分科会(保健・衛生)委員(2017.10.5-2018.3.31) 
  ・研究・イノベーション学会 業務理事(2016.10.1-2018.9.30) 
  ・TheScientificWorldJOURNAL Editorial Board(-June 4, 2017) 
 白川 展之(主任研究官) 
  ・(公財)未来工学研究所 連携研究員(2017.6.21-2018.3.31) 
 小柴 等(研究員) 
  ・東京農業大学 非常勤講師(2016.4.1-2018.3.31) 
  ・(国研)産業技術総合研究所 外来研究員(2016.4.1-2018.3.31) 
・公立はこだて未来大学 客員教授(2016.4.1-2018.3.31) 
・気象大学校 非常勤講師(2016.10.1-2018.3.31) 
 相馬 りか 













開始年度 研究者 研究種目 課題名 
2015 年度 川島 浩誉 挑戦的萌芽研究 
論文著書に着目した大規模書誌分析に基づく科学
論文生産構造の解明 
2015 年度 梅川 通久 基盤研究(C) 
人口密度のポテンシャル分布に着目した東南アジ
ア大陸部における地理的諸現象の分析 
2016 年度 浦島 邦子 基盤研究(C) 
イノベーションに資する工学部におけるリベラル
アーツ教育に関する研究 
2016 年度 藤原 綾乃 挑戦的萌芽研究 
人材流出を介した技術流出の経済的影響に関する
実証分析 





開始年度 研究者 研究種目 課題名 
2015 年度 荒木 寛幸 基盤研究(B) 
拡張性と簡便性を両立するデータ流通基盤の汎用
的フレームワークと複数分野での実証 
2015 年度 浦島 邦子 基盤研究(C) 
学術雑誌の掲載論文の特色に基づく大学研究の目
的の分析 
2015 年度 林 和弘 基盤研究(C) 
学術雑誌の掲載論文の特色に基づく大学研究の目
的の分析 
2016 年度 梅川 通久 基盤研究(A) 
日本における「生きる供養」「何でも供養」の連
環的研究基盤の構築 














1．日 時  2018 年 3 月 6 日(火)15：30～17：30 
2．場 所  文部科学省科学技術・学術政策研究所 大会議室 
3．議 題  「科学技術・学術政策研究所の主要な取組について」 
 
顧問 
安西 祐一郎      (独) 日本学術振興会 理事長 
白石 隆        政策研究大学院大学 学長 
須藤 亮        (株) 東芝 技術シニアフェロー 
田中 隆治       星薬科大学 学長 
野田 由美子      ヴェオリア・ジャパン 株式会社 代表 
山本 佳世子      (株) 日刊工業新聞社 論説委員・編集局科学技術部編集委員 
矢野 誠        (独) 経済産業研究所 所長/京都大学 経済研究所 教授 
室伏 きみ子      お茶の水女子大学 学長 
アドバイザー 
LENNART STENBERG      SENIOR ADVISOR FOR INTERNATIONAL COOPERATION AND ANALYSIS  








(1) プレス発表(9 件) 
以下の報告書等について、文部科学省広報室を通じて、プレスへの情報発信を行った。 
 
2017. 5.18 科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP 定点調査 2016)［NISTEP REPORT 
No.171,172］ 
2017. 5.31 民間企業の研究活動に関する調査報告 2016［NISTEP REPORT No.173］ 
2017. 8. 8 ポストドクター等の雇用・進路に関する調査－2015 年度実績－速報版 
2017. 8. 9 「科学技術指標2017」[調査資料-261]及び「科学研究のベンチマーキング2017」
[調査資料-262] 
2017. 8.24 「博士人材追跡調査」第 2次報告書(速報版) 
2017.11.29 科学技術への顕著な貢献 2017(ナイスステップな研究者)の選定 
2017.12.12 国立大学の研究者の発明に基づいた特許出願の網羅的調査[調査資料-266] 





(2) NISTEP メールニュース(13 報) 
 
第 83 号 2017 年 4 月 18 日 
○イベント 
・講演会「変革の未来を探索するための複合手法–開拓者と“ブラックスワン”を特定することの
重要性」(4 月 24 日) 
・科学技術への顕著な貢献 2016(ナイスステップな研究者)パネル展示 
○調査研究成果公表 
・アンケート調査から見た国内大学等による国際産学連携の現状[DISCUSSION PAPER No.145] 
・一連の大学改革と教授の多様性拡大に関する一考察～研究者の属性と昇進に関するイベントヒ
ストリー分析～［DISCUSSION PAPER No.144］ 
・科学・技術・産業データの接続と産業の科学集約度の測定[DISCUSSION PAPER No.142] 
・日本企業の海外展開と国内事業再編[DISCUSSION PAPER No.141] 




第 84 号 2017 年 5 月 18 日 
○報道発表 




第 85 号 2017 年 6 月 14 日 
○報道発表 
・「民間企業の研究活動に関する調査報告 2016」［NISTEP REPORT No.173］ 
○イベント 







・論文を生み出した研究活動に用いた資金と人的体制(論文実態調査)[DISCUSSION PAPER No.146] 




第 86 号 2017 年 6 月 30 日 
○イベント 
・講演会「近未来への招待状 ～ナイスステップな研究者 2016 からのメッセージ～」(7 月 21 日、
7月 28 日、8月 4日) 
・講演会「Future Agenda -Six Challenges for the Next Decade –(将来課題-今後 10 年の６つ





・企業のイノベーション・アウトプットの多面的測定[DISCUSSION PAPER No.149] 
・女性博士のキャリア構築と家族形成[DISCUSSION PAPER No.147] 
・「STI Horizon(エスティーアイ ホライズン)」誌 2017 夏号 
○その他 
・STI Horizon 誌 スペシャルレビュー(アンケート)について 
 
第 87 号 2017 年 8 月 16 日 
○報道発表 





査」の個票データを用いて―[DISCUSSION PAPER No.148] 
・博士課程での研究指導状況とインパクト―「博士人材追跡調査」による総合的な分析―
[DISCUSSION PAPER No.150] 
○その他 
・「ジャーナルに注目した主要国の論文発表の特徴―オープンアクセス、出版国、使用言語の分析
―」(調査資料-254)にかかわる論文の Scientometrics 誌への掲載について 
・第３回 RA 協議会(徳島大会)における NISTEP の講演等について 
・STI Horizon 誌 スペシャルレビュー(アンケート)について 
・NISTEP facebook ページを開設しています 
 
第 88 号 2017 年 9 月 13 日 
○イベント 













・「STI Horizon(エスティーアイ ホライズン)」誌 2017 秋号 web 先行公開(8 月分) 
○その他 
・「民間企業の研究活動に関する調査」の 2017 年度調査実施について  
・STI Horizon 誌 スペシャルレビュー(アンケート)について 
・NISTEP facebook ページを開設しています 
 
第 89 号 2017 年 10 月 18 日 
○調査研究成果公表 
・「STI Horizon(エスティーアイ ホライズン)」誌 2017 秋号 
・STI Horizon 誌 スペシャルレビュー(アンケート)について 
・博士人材のキャリアパスの多様化に向けたＵＲＡの可能性[講演録-307] 
・科学技術指標 2017HTML 版 
・Digest of Japanese Science and Technology Indicators 2017(English translation of the 
executive summary) 
○その他 
・「科学技術の状況に係る総合的意識調査(NISTEP 定点調査)」2017 年度調査実施について 
・NISTEP facebook ページを開設しています 
 
第 90 号 2017 年 11 月 9 日 
○イベント 
・第 8回予測国際会議「未来の戦略構築に貢献するための予測」(11 月 29 日) 
・第 10 回政策研究レビューセミナー(12 月 15 日) 
○調査研究成果公表 
・ソーシャルメディア上の大量画像を利用して人の行動などを分析 














(12 月 2 日) 
・第 10 回政策研究レビューセミナー(12 月 15 日) 
○その他 
・STI Horizon 誌スペシャルレビューのお願い 
・NISTEP facebook ページを開設しています 
 










月 26 日) 
○調査研究成果 








・NISTEP facebook ページを開設しています 
 
第 93 号 2018 年 1 月 17 日 
○イベント 
・講演会「近年の研究不正の要因―学術論文の撤回から見た組織構造・制度・不正の影響―」(1




・2017 年 12 月のクローリング概況 
・2017 年 11 月のクローリング概況 




・第 10 回政策研究レビューセミナー(発表資料の掲載) 
・NISTEP facebook ページを開設しています 
 









・NISTEP facebook ページを開設しています 
 
第 95 号 2018 年 3 月 15 日 
○イベント 
・NISTEP 講演会(ホライズン・スキャニングセミナー)「最新テクノロジーが変革する未来社会」
(4 月 12 日) 
○報道発表 







[DISCUSSION PAPER No.152] 











2017年 6月 30日 から NISTEPの facebookページの運用を開始した。最初の投稿は、STI Horizon 








年月日 目次タイトル 頁 
平成 29 年 4 月 17 日 科政研報告書「大学内部組織レベルの研究活動」 34 
平成 29 年 4 月 24 日 科政研報告書「大学内部組織レベルの研究活動」② 32 
平成 29 年 5 月 1日 科政研講演会 35 
平成 29 年 5 月 1日 科政研報告書「大学内部組織レベルの研究活動」③ 36 
平成 29 年 5 月 29 日 科政研「科学技術の状況に係る総合的意識調査」公表 14 
平成 29 年 6 月 5日 科政研「科学技術の状況に係る総合的意識調査」② 20 
平成 29 年 6 月 12 日 科政研「科学技術の状況に係る総合的意識調査」③ 18 
平成 29 年 6 月 19 日 ＴＰＩ一行が科政研表敬 9 
平成 29 年 6 月 19 日 科政研「民間企業の研究活動に関する調査報告」 14 
平成 29 年 6 月 26 日 科政研「民間企業の研究活動に関する調査報告」② 16 
平成 29 年 7 月 3日 科政研「民間企業の研究活動に関する調査報告」③ 16 
平成 29 年 7 月 3日 科政研(ナイスステップな研究者 2016 の講演会の案内) 41 
平成 29 年 7 月 10 日 科政研講演会 19 
平成 29 年 7 月 10 日 科政研「民間企業の研究活動に関する調査報告」④ 20 
平成 29 年 7 月 24 日 科政研講演会 41 
平成 29 年 8 月 7日 科政研「ナイスステップな研究者」第２回講演会等 23 
平成 29 年 8 月 14 日 文科省と科政研「ポスドクの雇用調査」 13 
平成 29 年 8 月 14 日 ナイスステップな研究者第３回講演会、科政研講演会 19 
平成 29 年 8 月 21・28
日 
科政研「科学技術のベンチマーキング２０１７」公表 12 
平成 29 年 8 月 21・28
日 
科政研「科学技術指標２０１７」とりまとめる 14 
平成 29 年 9 月 4日 科政研「博士課程人材追跡調査」第２次報告書 18 
平成 29 年 9 月 4日 科政研「科学技術のベンチマーキング２０１７」② 20 
平成 29 年 9 月 4日 科政研「科学技術指標２０１７」② 22 
平成 29 年 9 月 11 日 科政研「博士課程人材追跡調査」第２次報告書② 20 
平成 29 年 9 月 11 日 科政研「科学技術のベンチマーキング２０１７」③ 22 
平成 29 年 9 月 11 日 科政研「科学技術指標２０１７」③ 24 





年月日 目次タイトル 頁 
平成 29 年 9 月 18 日 科政研「博士課程人材追跡調査」第２次報告書③ 14 
平成 29 年 9 月 18 日 科政研「科学技術指標２０１７」④ 16 
平成 29 年 9 月 25 日 科政研「博士課程人材追跡調査」第２次報告書④ 21 
平成 29 年 9 月 25 日 科政研「科学技術指標２０１７」⑤ 22 
平成 29 年 10 月 30 日 科政研講演会 14 
平成 29 年 11 月 6 日 科政研 11 月 29 日に第８回予測国際会議 12 
平成 29 年 11 月 13 日 科政研日中韓科学技術政策セミナー、加藤所長らが研究機関訪問 16 
平成 29 年 11 月 27 日 科政研(第 10 回政策研究レビューセミナーの案内) 66 
平成 29 年 12 月 4 日 科政研「ナイスステップな研究者２０１７」選定 15 
平成 29 年 12 月 18 日 科政研報告書「国立大学の特許出願調査」 2 
平成 29 年 12 月 18 日 科政研「予測国際会議」、科政研セミナー 16 
平成 29 年 12 月 25 日 科政研「レビューセミナー」 16 
平成 30 年 1 月 22 日 科政研(講演会「大学等発ベンチャーの成功要因」) 39 
平成 30 年 2 月 5日 科政研講演会 40 
平成 30 年 2 月 12 日 科政研講演会 12 
平成 30 年 2 月 19 日 科政研「民間企業の研究活動調査」公表 10 
平成 30 年 2 月 19 日 旧海外子女教育課有志が加藤前科政研所長の退官祝う会 51 
平成 30 年 2 月 26 日 科政研「ポスドク等の雇用・進路調査」 10 
平成 30 年 3 月 5日 科政研「ポスドク等の雇用・進路調査」② 11 
平成 30 年 3 月 19 日 科政研「博士人材追跡調査等２次報告書」② 12 
平成 30 年 3 月 26 日 科政研「大学システムのアウトプット構造」 21 

















１研：第１研究グループ ２研：第２研究グループ １調：第１調査研究グループ 
２調：第２調査研究グループ 予測センター：科学技術予測センター 基盤室：科学技術・学術基盤調査研究室 
NR:NISTEP REPORT  RM:調査資料  DP: DISCUSSION PAPER 
 


















(朝刊 10 面) 



























(朝刊 11 面) 





























(夕刊 13 面) 

































































論文数 日本 4位転落 毎日新聞 
(朝刊 26 面) 






日本の科学論文 6％減 読売新聞 
(朝刊 31 面) 










(朝刊 38 面) 





































日本 4位に転落 産経新聞 
(朝刊 24 面) 

























































































































































































































「IT 犯罪」に不安 61％ 
内閣府調査 
日本経済新




- 1 調 
iPS 医療「期待」9割 日刊工業新











- 1 調 





























































AI 覇権 中国が米猛追 読売新聞 
(朝刊 6面) 



















































(朝刊 16 面) 
2018/1/15 科学研究のベンチマ
ーキング 2017 























































2018/3/1 博 士 人 材 追 跡 調 査 
第 2次報告書 
NR174 1 調 
若手研究者は厳しい雇
用 
読 売 新 聞 
夕刊(12 面) 
2018/3/1 博 士 人 材 追 跡 調 査 
第 2次報告書 
NR174 1 調 
教育無償化の論点 政
治的流行を超えて 
中 央 公 論
(2018 年 3月
号) 
2018/3/ - - - 
上司の機嫌取り 研究
力しぼむ 





(朝刊 26 面) 








週 刊 現 代
(3/31 号) 
































10. 2017 年度の研究成果一覧 
 
 2017 年度においては、4 本の NISTEP REPORT、14 本の調査資料、10 本の DISCUSSION PAPER、1






















































































































































































第 2研究グループ 2017.12 
 
  
































































































































































































































for the Next 
Decade -」 
































































































































































































































































































































究所(AIT), Head of 
Center for 
Innovation Systems 















































































































































































































































































    
 

























































































































































































































顧 問(五十音順)                         (2018.3.31 時点)      
安西 祐一郎      (独) 日本学術振興会 理事長 
白石 隆        政策研究大学院大学 学長 
須藤 亮        (株) 東芝 技術シニアフェロー 
田中 隆治       星薬科大学 学長 
野田 由美子      ヴェオリア・ジャパン 株式会社 代表 
山本 佳世子      (株) 日刊工業新聞社 論説委員・編集局科学技術部編集委員 
矢野 誠        (独) 経済産業研究所 所長/京都大学 経済研究所 教授 
室伏 きみ子      お茶の水女子大学 学長 
 
アドバイザー 
Lennart Stenberg      Senior Advisor for International Cooperation and Analysis  
Operational Development Division, VINNOVA(2017.1 より) 
 
 
職員名簿(所属順)                                        
所長                    坪井 裕    2018. 1. 1- 
所長事務代理                伊藤 洋一   2017.12. 8-2017.12.31 
所長                    加藤 重治   2017. 4. 1-2017.12. 7 
総務研究官                 斎藤 尚樹   2013. 7. 1-2018. 3.31 
上席フェロー                奥和田久美   2015. 4. 1-2017.11.30 
総務課         課長        小林 英夫   2017. 4. 1- 
            課長補佐      若旅 寿夫   2016. 4. 1-2018. 4. 1 
            情報係長      梅川 通久   2016. 4. 1- 
            庶務係長      藤木 聡子   2016. 4. 1- 
            経理係長      宮部 義郎   2015. 4. 1-2017. 4.30 
            経理係長      齋藤 弘之   2017. 5. 1- 
            用度係       堀内 美月   2016. 4. 1- 
            研究官         蛯原 弘子   2012. 3.19- 
            専門職       荒木 静香   2016. 4. 1-2018. 3.31 
            経理係       若宮 広和   2016. 4. 1- 
企画課         課長        三木 清香   2016. 1.11- 
               課長補佐      佐野 幸一   2016. 4. 1-2017. 5.30 
               課長補佐      葛谷 暢重   2017. 6. 1- 
            国際研究協力官   大場 豪    2017. 5. 1- 
            企画係       伊藤 大介   2016. 6. 1-2017. 6.18 
            企画係       奥山 知香子  2017. 6.19- 
            業務係       佐藤 博俊   2009. 5. 1- 
第 1 研究グループ    客員総括主任研究官 伊地知 寛博  2016. 4. 1- 
            主任研究官     塚田 尚稔   2016. 4. 1- 
                        研究員       池田 雄哉   2015. 7. 1- 
第 2 研究グループ    総括主任研究官   富澤 宏之   2015. 6. 1.- 
            主任研究官     氏田 壮一郎  2016. 7. 1- 
            研究員       枝村 一麿   2012. 6. 1-2017. 5.31 
             研究員       川島 浩誉   2015. 4. 1-2018. 3.31 





第 1 調査研究グループ  総括上席研究官   松澤 孝明   2015. 8. 4- 
            上席研究官     岡本 摩耶   2014.10. 1-2018. 3.31 
上席研究官        小林 淑恵   2013. 4. 1- 
            上席研究官     細坪 護挙   2014.10. 1- 
            上席研究官     小林 百合   2017.10. 1- 
            研究員       椿 光之助   2016. 7. 1- 
第 2 調査研究グループ  総括上席研究官   犬塚 隆志   2015. 4. 1-  
                        上席研究官     新村 和久   2014. 4. 1- 
             上席研究官     荒木 寛幸   2016. 4. 1- 
            主任研究官     藤原 綾乃   2016. 4. 1- 
科学技術予測センター センター長     赤池 伸一   2016. 4. 1- 
            上席研究官     横尾 淑子   2001. 1. 6- 
            上席研究官     浦島 邦子   2003. 6.16- 
            上席研究官     重茂 浩美   2017. 4. 1- 
            上席研究官     林 和弘    2012. 6. 1- 
            上席研究官     相馬 りか   2014. 5. 1-2017. 6.30 
            主任研究官     栗林 美紀   2016. 4. 1- 
            主任研究官     白川 展之   2017. 1. 1- 
            研究員       小柴 等    2014. 4. 1- 
            研究官       柿崎 文彦   2016. 4. 1- 
科学技術・学術基盤調査研究室 室長        伊神 正貫   2015. 6. 1- 
            上席研究官     神田 由美子  2006. 4. 1- 
            研究員       福澤 尚美   2015. 4. 1-2017.12.31 
            研究員       村上 昭義   2015. 4. 1- 
 
特別研究員(五十音順)                        (肩書は委嘱時点) 
蒲生 秀典  凸版印刷(株)総合研究所次世代商品研究室シニア研究員 
中島 潤   日産自動車(株) 
矢野 幸子  (国研)宇宙航空研究開発機構 主任研究開発員 
 
客員研究官(五十音順)                        (肩書は委嘱時点) 
浅野 茂 山形大学学術研究院 教授 
池上 徹彦 － 
永野 博 (一社)日本工学アカデミー専務理事 
坂田 東一 (一財)日本宇宙フォーラム理事長 
中津 健之 東京大学 先端科学技術研究センター 特任教授・経営戦略企画室長 
渡辺 泰司 京都工芸繊維大学 教授 
榊原 裕二 (株)島津製作所 顧問(研究開発担当) 
奈良 人司 (公社)日本技術士会 専務理事、事務局長 
木村 良 高知工科大学 研究本部長、地域連携機構長 
桑原 輝隆 政策研究大学院大学 教授 





村田 貴司 横浜市立大学 特任講師 
小野寺 夏生 筑波大学 名誉教授 
伊藤 裕子 
(国研)科学技術振興機構 社会技術研究開発センターフェロー 兼 研究
開発戦略センターフェロー 
坂下 鈴鹿 内閣官房 健康・医療戦略室 企画官 
池内 有為 筑波大学大学院 図書館情報メディア研究科博士後期課程 
井上 素行 首都大学東京 都市環境学部 非常勤講師、特任教授、客員教授 
遠藤 悟 (独)日本学術振興会 総務企画部 専門調査役 
木村 政司 日本大学 芸術学部 学部次長(所沢校舎担当)海外交流担当 教授 




横田 慎二 (国研)産業技術総合研究所 ＴＩＡ推進センター 総括主幹 
近藤 康久 (共)人間文化研究機構 総合地球環境学研究所 准教授 
藤本 博也 日産自動車(株) 総合研究所 モビリティ・サービス研究所 主管研究員 
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No.103 イノベーションの測定に向けた基礎的研究 報告書 科学技術政策研究所 2007.03 
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No.247 知的生産活動の集積傾向に関する分析報告 第１研究グループ 2016.03 









科学技術に関する国民意識調査―2014 年 2 月～
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AAAS Symposium Mobilizing East Asian Science and 
Technology to Address Critical Global 
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ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への























































































































































No.151 日本企業における研究開発の国際化の現状と変遷 第 2研究グループ 2008.01 
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地域科学技術政策研究会(平成 11 年 3 月 16、17 日)
報告書 
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No.64 我が国の廃棄物処理の現状と課題 第3調査研究グループ 1999.12 














Regionalization of Science and Technology in 
Japan : The Framework of Partnership between 
Central and Regional Governments 
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"Value for Money"と"Selectivity" 
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No.53 大学における新構想型学部に関する実態調査 第1調査研究グループ 1998.04 
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地域科学技術政策の現場と課題－地域科学技術政
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Knowledge Creation in Japanese Organizations: 
Building the Dimensions of Competitive 
Advantage 
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No.32 
Goverment-Sponsored Collaborative Research to 
Promote Information Technology: Japan's 
Challenge to the West? 
第 1 研究グループ 1993.03 
No.31 技術開発の多角化に関する計量分析 第 1研究グループ 1993.03 
No.30 
Industrial Growth, Regional Development and the 
Growing Importance of a Regionally Conscious 













第 2 研究グループ 
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No.28 工学部卒業生の進路と職業意識に関する日米比較 第1調査研究グループ 1993.03 
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Utilization of Purchasing Power Parities in an 
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Strategy for Improving Industrial Technological 
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No.19 経験哲学から見た科学技術への取り組み 第 1研究グループ 1992.01 
No.18 
Research and Development Consortia and 
Cooperative Relatoonships in Japan's 
uperconductivity Industries 















Defending Basic Research in Japanese Companies 











No.11 日本の基礎研究についての考察 張晶 特別研究員 1991.03 












No.8 戦後日中発展状況比較研究 張晶 特別研究員 1991.01 
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Enhancing Future Competitiveness - The Japanese 
















No.3 大学教官学位取得状況調べ(中間報告) 第2調査研究グループ 1989.12 
No.2 
Outline of Science and Technology activities in 
Japan 
第3調査研究グループ 1989.03 
No.1 ユーレカ計画の概要 第3調査研究グループ 1989.04 
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No.120 企業における研究者の多様性と特許出願行動 第 2研究グループ 2015.03 

















第 1 研究グループ 2015.03 
No.115 産業集積と逆選択：多工場企業の実証分析 第 1研究グループ 2015.04 

















































































How enterprise strategies are related to 
innovation and productivity change: An 
empirical study of Japanese manufacturing firms 
































































分析―Web of Science と科学技術研究調査を使った
試み― 
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No.68 国際比較を通じた我が国のイノベーションの現状 第 1研究グループ 2010.09 
No.67 国立大学の特許出願の特徴に関する調査研究 第3調査研究グループ 2010.09 
No.66 
大学における産学連携施策の影響の検討 Academic 
Entrepreneurship in Japanese Universities - 
Effects of University Interventions on 



























































Intra-plant Diffusion of New Technology:Role of 
Productivity in the Study of Steel Refining 
Furnaces(新技術のイントラ植物拡散;－鋼精錬炉
の研究における生産性の役割－) 


















第 2研究グループ 2008.11 
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University-Industry Links Personnel and 
Training in Japan:A Review of Survey Results(大
学産業は日本で人員とトレーニングをリンクしま
す; 調査結果のレビュー) 





第 2研究グループ 2008.09 
No.47 
Effects of User Innovation on Industry 
Growth:Evidence from Steel Refining Technology 
(ユーザ革新の業界の成長への効果;－鉄鋼精錬技
術からの証拠－) 










Moor's Law, Increasing Complexity and Limits of 
Organization:Modern Significance of Japanese 
DRAM ERA(ムーアの法則がもたらした複雑性増大と"
組織限界" －日本の DRAM ビジネス盛衰の現代的意
義を探る－) 
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A Comparative Assessment of Training Courses for 
Knowledge Transfer Professionals in the United 
States, United Kingdom, and Japan 
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University-Industry Collaboration Networks for 
the Creation of Innovation:A Comparative 
Analysis of the Development of Lead-Free Solders 
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第 1研究グループ 2004.03 
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Running royalty and patent citations: the role 
of measurement cost in unilateral patent 
licensing(ロイヤリティ形成選択における派生技
術の計測費用) 
第 1 研究グループ 2004.03 
No.34 
Joint ventures and the scope of knowledge 
transfer: Evidence from U.S. - Japan patent 
licenses(合弁事業を通じた知識移転) 
第 1 研究グループ 2004.03 
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Determinants of Overseas Laboratory Ownership by 
Japanese Multinationals(日本企業による海外研究
所保有の決定要因) 























第 1研究グループ 2002.11 
No.25 個人のイノベーションとライセンス 第 1研究グループ 2002.11 
No.24 研究開発における企業の境界と知的財産権制度 第 1研究グループ 2002.10 
No.23 
The Role of Overseas R&D Activities in 
Technological Knowledge Sourcing: An 
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No.22 日本のバイオ・ベンチャー企業－その意義と実態－ 第 1研究グループ 2002.06 
No.21 












Transaction Costs and Capabilities as 
Determinants of the R&D Boundaries of the Firm: 
A Case Study of the Ten Largest Pharmaceutical 
Firms in Japan 









第 1研究グループ 2000.07 
No.16 
The Development of Research Related Start Up- A 
France-Japan Comparison - 
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(5) NISTEP NOTE(政策のための科学) 























NISTEP データ・情報基盤ワークショップ(2015 年 2
月)～政策形成を支えるエビデンスの充実を目指し
て～(開催結果) 
第 2 研究グループ 2016.03 
No.18 
「水とともにある未来」シナリオの検討―国際ワー
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